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証券コード　6315

平成27年６月４日

株 主 各 位
京都市南区上鳥羽上調子町５番地

代表取締役社長 岡 田 博 和

第37回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第37回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま

すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行
使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月25日（木曜日）午
後５時30分（営業時間内）までに到着するようご返送くださいますようお願い申
しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 京都市南区上鳥羽上調子町５番地

当社本社７階会議室
（末尾に添付の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第37期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第37期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 故坂東和彦氏に対する創業者功労金贈呈の件
第２号議案 取締役６名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生
じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.towajapan.co.jp）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで )

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、消費増税にともなう駆け込み

需要の反動減や長引く消費マインドの弱さにより一時マイナス成長とな

る等、先行き不透明感があったものの、政府の各種経済政策による雇用

情勢の改善や日銀の追加金融緩和により円安メリットを享受できる企業

を中心に好業績の発表が続く等、緩やかな景気回復基調となりました。

半導体業界におきましては、世界最大のスマートフォン市場となった

中国において通信規格の高速データ化が進み、同市場における携帯端末

向けの半導体需要が増加したほか、新型モデルのスマートフォンの堅調

な販売により、半導体メーカーやOSAT各社の設備投資は順調に推移いた

しました。半導体の需要につきましては、引き続きスマートフォン向け

が好調に推移したことに加え、様々な機器をネットワークに接続し情報

を収集する技術が広がっており、これにともない膨大な情報を処理する

ためのデータセンター向けサーバー用の需要が拡大しております。また、

自動車の衝突事故の未然防止や安全運転を補助するためのシステムの開

発が進められる等、車載関連の半導体についても、ますます需要の拡大

が期待されております。

このような状況のもと当社グループでは、台湾・中国地域のOSAT各社

の積極的な設備投資を受注につなげ、期初計画を上回る受注高および売

上高を確保することができました。当社の独自技術を用いた樹脂流動が

生じないコンプレッション方式によるモールディング装置は、従来方式

では対応できない大型の基板や微細化・高密度化する半導体パッケージ

の増加により受注を伸ばすことができました。当社製品の市場優位性は

確実に浸透しており、高付加価値製品であるコンプレッション方式の装

置売上比率が上昇した結果、収益面でも期初計画を上回る成果を残すこ

とができました。また、欧米拠点に設置したラボを活用し、開発段階か
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ら評価や試作を通じてファブレス企業等にアプローチすることにより、

OSAT各社からの装置受注につながる等、強い紐帯関係を築くことに成功

しております。

以上の結果、当連結会計年度における売上高は212億４百万円（前連結

会計年度比40億38百万円、23.5％増）、営業利益16億71百万円（前連結

会計年度比12億13百万円増、3.7倍）、経常利益23億16百万円（前連結会

計年度比16億49百万円増、3.5倍）、当期純利益20億95百万円（前連結会

計年度比15億27百万円増、3.7倍）となりました。なお、事業セグメント

別の売上高は以下のとおりです。

企業集団の事業セグメント別の売上高 （単位：百万円）

事 業 区 分

第36期
平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで

第37期
平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで

前 連 結 会 計
年 度 比 増 減

売 上 高 構 成 比 売 上 高 構 成 比 額 率

半導体製造装置事業 15,740 91.7％ 19,994 94.3％ 4,253 27.0％

ファインプラスチック成形品事業 1,424 8.3％ 1,210 5.7％ △214 △15.1％

合 計 17,165 100.0％ 21,204 100.0％ 4,038 23.5％

②　設備投資の状況

当連結会計年度の設備投資額は13億１百万円であり、半導体製造装置

事業において９億15百万円、ファインプラスチック成形品事業において

３億85百万円を実施いたしました。

③　資金調達の状況

当社は、資金調達の効率化および安定化を図るため取引銀行６行と総

額68億50百万円の当座貸越契約およびコミットメントライン契約を締結

しております。なお、当該契約に基づく当連結会計年度末の借入実行残

高は７億80百万円であります。
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(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況

区 分
第 34 期

(平成24年３月期)
第 35 期

(平成25年３月期)
第 36 期

(平成26年３月期)
第 37 期

(平成27年３月期)

売 上 高 百万円 17,140 16,454 17,165 21,204

経 常 利 益 百万円 1,672 663 666 2,316

当 期 純 利 益 百万円 968 691 568 2,095

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

円 38.71 27.64 22.72 83.78

総 資 産 百万円 26,817 25,896 29,132 31,735

純 資 産 百万円 15,926 17,072 17,909 21,060

１株当たり純資産額 円 636.74 674.56 705.77 829.31

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式控除後）により算出し

ております。

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しており

ます。
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(3) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社バンディック 96百万円 100.0％
フ ァ イ ン プ ラ ス チ ッ ク
成 形 品 の 製 造

ＴＯＷＡＴＥＣ株式会社 30百万円 100.0％
半導体製造装置・金型の
ア フ タ ー サ ー ビ ス

TOWA Asia-Pacific Pte.Ltd.
500千

シンガポールドル
100.0％

半導体製造装置・金型の
販売・アフターサービス

T O W A M  S d n . B h d .
8,000千

マレーシアリンギット
100.0％ 半 導 体 製 造 装 置 の 製 造

TOWA Semiconductor Equipment
Philippines Corp.

11,000千
フィリピンペソ

100.0％
半導体製造装置・金型の
販売・アフターサービス

TOWA USA Corporation 1,000千米ドル 100.0％
半導体製造装置・金型の
販売・アフターサービス

T O W A  E u r o p e  B . V . 800千ユーロ 100.0％
半導体製造装置・金型の
販売・アフターサービス

東和半導体設備(上海)有限公司 1,000千米ドル 100.0％
半導体製造装置・金型の
販売・アフターサービス

TOWA半導体設備(蘇州)有限公司 12,000千米ドル 100.0％ 半導体製造装置・金型の製造

台湾東和半導体設備股有限公司
10,000千
ニュー台湾ドル

100.0％ 半導体製造装置・金型の販売

ＴＯＷＡ韓国株式会社 2,600百万ウォン 100.0％
半導体製造装置・金型の
販売・アフターサービス

巨東精技股份有限公司
7,500千
ニュー台湾ドル

60.0％
半導体製造装置・金型の
ア フ タ ー サ ー ビ ス

株 式 会 社 東 進 800百万ウォン 50.0％ 半導体製造装置・金型の製造

－ 5 －

重要な親会社および子会社の状況



2015/05/19 21:27:10 / 14067441_ＴＯＷＡ株式会社_招集通知

(4) 対処すべき課題

当社グループは、既存事業の伸張とコア技術の応用展開、そして「新た

な市場」創造によるポートフォリオ変革等を目指す長期経営ビジョン「ＴＯ

ＷＡ１０年ビジョン」を平成26年３月に掲げ、その具現化へのマイルストー

ンとなる諸施策・戦略等を中期（３ヵ年）経営計画（平成27年３月期～平成

29年３月期）として取り纏め、現在その計画に掲げられた諸施策を着実に実

行するべく取り組んでおります。当社グループにおける当面の主要な課題

は以下のとおりであります。

＜半導体製造装置事業＞

①コンプレッション技術によるモールディング装置の売上伸張・他分野への展開

半導体のモールディングにおいては、まだトランスファ方式が主流であ

りますが、基板の大型化や微細化・高密度化等が進み、トランスファ方式で

は対応できないものが増えております。これらの半導体パッケージには、当

社の独自技術を用いた樹脂流動が生じないコンプレッション方式によるモ

ールディング装置が必要となるため、最先端のパッケージ動向と客先のニー

ズを捉えモールディング装置の売上伸張を目指してまいります。また、コン

プレッション技術を用いたLED製造装置はもとより電子部品や車載品等の他

分野への展開を図ってまいります。

②シンギュレーション装置の市場シェアアップ

シンギュレーション装置は、モールディングの次工程となる個片化工程

の半導体製造装置であります。つまり、シンギュレーション装置のお客様

は、当社が高い市場シェアを確保しているモールディング装置のお客様と同

じであります。当社は、モールディング装置での高い信頼と市場シェアを活

かし、再びシンギュレーション装置においても世界トップシェアを目指して

まいります。
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③「新たな市場」創造と事業化へのチャレンジ

既存の半導体モールディング市場の規模は限られており、更なる発展を

目指して中期（３ヵ年）経営計画における中核テーマとして“「市場を創造

する」ものづくりの実践”を掲げております。イノベーションによる市場創

造、コア技術の応用展開、お客様の生産性を向上させるためのサービスの事

業化および消耗品ビジネスを展開してまいります。また、これからは受託加

工も含めた事業の構造転換も検討のうえ取り組んでまいります。

④営業活動網・活動形態の再構築

本社、販売事業会社および代理店間における業務と役割の見直しを実施

し、販売事業会社単独で収益を確保できるビジネスモデルを再構築すること

で、営業活動の強化と収益力を高めてまいります。欧米拠点においては、成

形実験や評価をいただくラボ機能を充実させることで積極的に新しいニー

ズを発掘してまいります。

⑤高効率生産体制の追求

協力会社と海外生産拠点における適地生産体制と直出荷体制の構築を促

進してまいります。また、海外生産拠点において地域に応じたニーズを取り

入れた開発と生産を行うと同時に購入品・加工品の内製化比率向上によりコ

スト低減の追求に取り組んでまいります。一方、サプライヤーのデータベー

ス化を図ることにより、最適条件で部品調達できる体制を整えてまいりま

す。

⑥グローバルリーダーの育成

当社の売上先の大半が海外のお客様であり、グループ従業員数につきま

しても、過半が海外拠点の従業員で構成されております。このような事業形

態において、グローバルに活躍するリーダーの育成は必須となっておりま

す。技術・製品知識はもちろんマネージメント力および語学力を兼ね備えた

人材の育成に取り組んでまいります。
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＜ファインプラスチック成形品事業＞

ファインプラスチック成形品事業は、主に医療用途に用いられる化成品

を生産し、販売しております。引き続き高クリーン度を実現した製造環境の

管理と製品品質の維持等、納品先からの信頼を得られる活動に取り組んでま

いります。
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(5) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

半導体製造装置事業 半導体製造装置の製造および販売

ファインプラスチック成形品事業 医療機器用パーツ等の製造および販売

(6) 主要な営業所および工場（平成27年３月31日現在）

名　　 　　称 所　在　地 主な事業区分

ＴＯＷＡ株式会社

本社工場 京都市南区

半導体製造装置事業京都東事業所 京都府綴喜郡宇治田原町

九州事業所 佐賀県鳥栖市

株式会社バンディック 山梨県韮崎市
ファインプラスチック
成 形 品 事 業

ＴＯＷＡＭ Ｓｄｎ．Ｂｈｄ. マレーシア［ペナン州］ 半導体製造装置事業

TOWA半導体設備(蘇州)有限公司 中国［江蘇省］ 半導体製造装置事業

株式会社東進 韓国［忠北］ 半導体製造装置事業

(7) 従業員の状況（平成27年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

事　　業　　区　　分 従　業　員　数 前連結会計年度末比増減

半導体製造装置事業 1,041 （69）名 　　　　8名増（27名増）

ファインプラスチック成形品事業 36（107）名 　　　　4名減（28名減）

合 計 1,077（176）名 　　　　4名増（ 1名減）

（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当

社グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社から

の派遣社員を含む。）は、（　）内に年間の平均人数を外数で記載しております。
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②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

445（33）名 14名増（2名増） 39.4歳 13.6年

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）

であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、（　）内

に年間の平均人員数を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）
(単位：百万円）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 京 都 銀 行 2,060

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,067

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 687

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 687

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 280

農 林 中 央 金 庫 145

（注）当社は、資金調達の効率化および安定化を図るため、取引銀行６行と総額68億50百万円の

当座貸越契約およびコミットメントライン契約を締結しております。なお、当該契約に基

づく当連結会計年度末の借入実行残高は７億80百万円であります。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 10 －
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２．会社の現況

  (1) 株式の状況（平成27年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 80,000,000株

②　発行済株式の総数 25,021,832株

③　株主数 8,162名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本ﾄﾗｽ ﾃ ｨ ･ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ信託銀行株式会社 2,537,200株 10.14％

有 限 会 社 ケ イ ビ ー 恒 産 2,000,000株 8.00％

坂 東 和 彦 1,555,560株 6.22％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,062,600株 4.25％

B N P  P A R I B A S  S E C U R I T I E S
S E R V I C E S  L U X E M B O U R G / J A S D E C /
F I M / L U X E M B O U R G  F U N D S

880,000株 3.52％

株 式 会 社 京 都 銀 行 699,840株 2.80％

C B N Y - G O V E R N M E N T  O F  N O R W A Y 564,100株 2.26％

資産管理サービス信託銀行株式会社 530,000株 2.12％

C B L D N  K I A  F U N D  1 3 6 515,400株 2.06％

J P  M O R G A N  C H A S E  B A N K  3 8 5 1 8 1 509,990株 2.04％

（注）１．持株比率は自己株式（11,059株）を控除して計算しております。

　　　２．坂東和彦氏は平成26年６月22日に逝去されましたが、平成27年３月31日現在、株主名

義書換手続き未了のため、株主名簿上の名義で記載しております。

(2) 新株予約権等の状況

　　  該当事項はありません。

－ 11 －
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(3) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成27年３月31日現在）

氏 名 地 位 お よ び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

岡 田 博 和 代 表 取 締 役 社 長 巨東精技股份有限公司 董事長

天 川 　 剛
専 務 取 締 役
坂 東 記 念 研 究 所 担 当
坂 東 記 念 研 究 所 長

小 西 久 二

常 務 取 締 役
モ ー ル ド 事 業 部 ・
シ ス テ ム 事 業 部 担 当
モールド事業部長　兼
シ ス テ ム 事 業 部 長

福 富 　 誠 常 務 取 締 役
T O W A M  S d n .  B h d .
C h a i r m a n
兼  M a n a g i n g  D i r e c t o r

浦 上 　 浩

取 締 役
執 行 役 員
開 発 本 部 担 当
開 発 本 部 長

田 村 吉 住

取 締 役
執 行 役 員
経 営 企 画 本 部 ・
管 理 本 部 担 当
管 理 本 部 長

桑 木 　 肇 取 締 役
桑 木 公 認 会 計 士 事 務 所 所 長
ダイベア株式会社社外監査役
富士機工株式会社社外取締役

小 林 久 芳 常 勤 監 査 役

杉 山 公 律 監 査 役

和 氣 大 輔 監 査 役 和 氣 公 認 会 計 士 事 務 所 所 長

(注)１．取締役桑木 肇氏は、社外取締役であります。

　　２．監査役杉山公律氏および監査役和氣大輔氏は、社外監査役であります。

　　３．常勤監査役小林久芳氏および監査役和氣大輔氏は、以下のとおり、財務および会計に関

する相当程度の知見を有しております。

　　　　・常勤監査役小林久芳氏は、長年にわたり当社の経理部に在籍し、経理・財務業務に携

わってきた経験があります。

　　　　・監査役和氣大輔氏は、公認会計士および税理士の資格を有しております。

　　４．取締役桑木 肇氏、監査役杉山公律氏および監査役和氣大輔氏につきましては、東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、届け出ております。

－ 12 －
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②　取締役および監査役に支払った報酬等の総額            (単位：千円）

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

８名
（１名）

180,265
（4,940）

監 査 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 監 　 査 　 役 ）

３名
（２名）

19,920
（7,320）

合 計 11名 200,185

（注）１．上記には、平成26年６月22日に逝去により退任した取締役１名を含んでおります。

　　　２．取締役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第29回定時株主総会において年額３

億円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

　　　３．監査役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第29回定時株主総会において年額24

百万円以内と決議いただいております。

　　　４．上記の報酬等の額には、取締役７名に対する当事業年度における役員賞与引当金の繰

入額31,435千円が含まれております。

　　　５．上記のほか、本定時株主総会において付議いたします「第１号議案 故坂東和彦氏に対

する創業者功労金贈呈の件」が承認された場合には、同氏に対し３億円の創業者功労

金を支給する予定であります。

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等との重要な兼職状況（他の法人等の業務執行者である場

合）および当社と当該他の法人等との関係

　・取締役桑木 肇氏は､桑木公認会計士事務所の所長であります。当社と

桑木公認会計士事務所との間には特別な関係はありません。

　・監査役和氣大輔氏は、和氣公認会計士事務所の所長であります。当社

と和氣公認会計士事務所との間には特別な関係はありません。

ロ．他の法人等の社外役員の兼任状況および当社と当該他の法人等との関係

　・取締役桑木 肇氏は､ダイベア株式会社の社外監査役および富士機工株

式会社の社外取締役であります。当社とダイベア株式会社および富士

機工株式会社との間には特別な関係はありません。

－ 13 －
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ハ．当事業年度における主な活動状況

　・取締役会および監査役会への出席状況

取締役会（17回開催） 監査役会（17回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 桑 木 　 肇 17回 100.0％ - -

監 査 役 杉 山 公 律 17回 100.0％ 17回 100.0％

監 査 役 和 氣 大 輔 17回 100.0％ 17回 100.0％

　・取締役会および監査役会における発言状況

取締役桑木 肇氏は、主に会計もしくは税務的な見地から意見を述べ

る等、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言、

提言をいただいております。

監査役杉山公律氏は、地元企業と関係の深い発明協会での豊富な経

験から当社の経営上有用な指摘、意見をいただいております。

監査役和氣大輔氏は、公認会計士および税理士としての専門的見地

から当社の経営上有用な指摘、意見をいただいております。

ニ．責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限

度額としております。

－ 14 －
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　京都監査法人

②　報酬等の額
（単位：千円）

報 酬 等 の 額

当 事 業 年 度 に 係 る 会 計 監 査 人 の 報 酬 等 の 額 31,500

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 31,500

　（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と
金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区別しておら
ず、実質的にも区別できませんので、当事業年度に係る会計監査人の
報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③　非監査業務の内容

    該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当し、

解任が相当と認められる場合は、監査役全員の同意により会計監査人を解

任いたします。また、会計監査人の適格性、独立性を害する事由等の発生

により、適正な監査の遂行が困難であると認められる場合には、会計監査

人の選任および解任ならびに不再任に関する株主総会議案の内容を決定い

たします。

　（注）「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年
５月１日に施行されたことに伴い、会計監査人の解任または不再任に
関する議案の決定機関を、取締役会から監査役会に変更しております。

－ 15 －
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(5) 業務の適正を確保するための体制

当社は、取締役会において、内部統制システム構築の基本方針を決議して

おります。決議内容の概要は次のとおりです。

［決議内容の概要]

①　取締役および従業員の職務執行が法令および定款に適合することを確保

するための体制

イ. 法令遵守を重要課題と位置付け、取締役および従業員が、法令・定款

および社会規範を遵守した行動をとるための規範となるコンプライアン

ス規程をはじめ、法令遵守に係る規程を整備・制定する。

ロ. 法令遵守体制を構築してゆくため、取締役、管理職および従業員に対

して階層別に必要な研修を定期的に実施する。

ハ. 内部監査室は、その監査の一環として法令遵守体制の有効性について

監査する。

ニ. 前二項の結果は、定期的に取締役会および監査役会に報告されるもの

とする。

ホ. 法令上疑義のある行為等について、直接情報提供を受ける手段として

通報者の保護を徹底した公益通報・相談システムを充実する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項

取締役会議事録、稟議書、帳票類、各種契約書、その他取締役の職務執

行状況を示す主要な保存文書・情報類（電磁的媒体を含む。）の明確化を

行い、適切な保存期間の設定および管理方法を明確にするために、文書管

理規程・情報システム管理規程の見直し・整備を推進する。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ. リスク管理を経営の重要課題と位置付け、当社の経営環境、事業活

動､ 会社財産の状況を踏まえたリスクの識別、分析および評価を実施す

る。

ロ. 識別および分析されたリスクに応じて、リスク管理に係る規程を制定

してゆく。

ハ. 各種リスクに応じたリスク管理組織の設置と職務分掌を制定し、リス

ク管理を有効にするための具体的管理計画の策定に基づいた管理の実行

と定期的な評価を行う体制の構築に取り組む。

ニ. 前項のリスク管理に関する実行と評価は、定期的に取締役会に報告す

る。

ホ. 内部監査室は、その監査の一環としてリスク管理の有効性について監

査する。

－ 16 －
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ. 当社の経営方針および経営戦略に関わる重要事項については、あらか

じめ経営会議において協議を行い、取締役会が決定する。

ロ. 取締役会が執行を決定した当社の経営方針および経営戦略に関わる重

要事項については、経営会議において定期的にレビューを行い、取締役

会に報告する。

ハ. 取締役の職務の執行の効率性を確保するために、執行役員制度の導入

によって職務分担と権限を明確にし、社内組織における適切な役割分担

と連携を行う体制を構築する。

ニ. 業務の簡素化、組織のスリム化およびＩＴの適切な活用を通じて業務

の効率化推進体制を構築する。

⑤　親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

イ. 組織・職務分掌規程および関係会社管理規程に基づき、グループ会社

統括担当部門および各本部は、それぞれの所管業務を通じて、子会社の

事業における内部統制システムの構築・整備・運用について指導・管理

する。

ロ. 内部監査室は、国内外事業会社内部監査規程の定めるところに従って、

子会社における法令遵守およびリスク管理体制等内部統制システムの構

築と運用について監査する。

⑥　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における

当該従業員に関する事項

監査役が求めたときは、取締役会は監査役と協議のうえ、監査役の職務

を補助すべき従業員（以下、監査役スタッフという。）を必要に応じて配

置するように努める。

⑦　監査役スタッフの取締役からの独立性に関する事項

イ. 監査役スタッフが監査役補助職務を担うときは、独立した組織で監査

役直属となるよう配慮する。

ロ. 監査役スタッフが兼任、または他部門に所属しながら監査役補助職務

を担うときは、監査役以外の指示命令には属さないものとする。

ハ. 監査役スタッフの人事異動については、あらかじめ監査役に協議し､ 

その同意を得る。

－ 17 －
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ニ. 監査役スタッフの人事評価については、あらかじめ監査役に協議し､ 

その意見を求める。

⑧　取締役および従業員が監査役会または監査役に報告するための体制その

他の監査役会への報告に関する体制

会社経営および事業運営上の重要事項ならびに業務執行の状況および結

果等、あらかじめ協議して定める監査役（会）に対する報告事項について

実効的かつ機動的な報告がなされるよう社内体制の整備を行う。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ. 会社の重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するために、

監査役が社内の重要な会議等に出席できる体制を確保する。

ロ. 代表取締役社長と監査役（会）は定期的に会合をもち、監査上の重要

課題等について意見を交換し、相互認識と信頼関係を深めるように努め

る。

(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営施策の一つであると考

えており、競争力のある製品開発を目指す研究開発投資や生産性向上を目的

とする設備投資、新たな市場への事業展開に係る投資、また、財務体質の改

善等に必要な内部留保を確保した上で、各事業年度の業績に応じた利益配分

を実施することを基本方針としております。

当事業年度の期末配当金につきましては、当社定款の定めに基づき、平成

27年５月11日開催の取締役会にて１株当たり10円の配当を行うことを決議し

ております。なお、中間配当金を見送りとさせていただきましたので、年間

の配当金は１株当たり10円となります。

－ 18 －
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成27年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 お よ び 預 金

受取手形および売掛金

電 子 記 録 債 権

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物および構築物

機械装置および運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

17,408,543

6,127,439

7,165,044

93,079

3,453,218

76,379

500,530

△7,150

14,326,800

10,788,798

3,917,411

2,324,849

4,203,817

10,359

15,777

316,582

627,492

498,274

129,218

2,910,510

2,576,193

111,280

223,036

流 動 負 債 7,130,082

支払手形および買掛金 2,572,637

短 期 借 入 金 834,350

一年以内返済予定長期借入金 1,490,949

一年以内償還予定社債 100,000

リ ー ス 債 務 2,344

未 払 法 人 税 等 105,598

賞 与 引 当 金 455,308

役 員 賞 与 引 当 金 31,435

製 品 保 証 引 当 金 97,948

創業者功労引当金 300,000

繰 延 税 金 負 債 62,640

そ の 他 1,076,870

固 定 負 債 3,544,876

社 債 140,000

長 期 借 入 金 2,705,511

リ ー ス 債 務 7,181

退職給付に係る負債 286,770

繰 延 税 金 負 債 405,235

そ の 他 176

負 債 合 計 10,674,959

純 資 産 の 部

株 主 資 本 18,794,869

資 本 金 8,932,627

資 本 剰 余 金 462,236

利 益 剰 余 金 9,409,178

自 己 株 式 △9,172

その他の包括利益累計額 1,946,739

その他有価証券評価差額金 1,023,795

為 替 換 算 調 整 勘 定 789,256

退職給付に係る調整累計額 133,687

少 数 株 主 持 分 318,775

純 資 産 合 計 21,060,385

資 産 合 計 31,735,344 負 債 ・ 純 資 産 合 計 31,735,344
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連 結 損 益 計 算 書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 21,204,095

売 上 原 価 14,972,113

売 上 総 利 益 6,231,982

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費 4,560,427

営 業 利 益 1,671,554

営 業 外 収 益 737,556

受 取 利 息 お よ び 配 当 金 81,575

為 替 差 益 563,057

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 26,916

雑 収 入 66,006

営 業 外 費 用 92,663

支 払 利 息 お よ び 社 債 利 息 74,713

支 払 手 数 料 12,372

雑 損 失 5,577

経 常 利 益 2,316,447

特 別 利 益 364,388

関 係 会 社 清 算 益 189,451

受 取 保 険 金 124,873

そ の 他 50,063

特 別 損 失 412,331

火 災 損 失 57,376

創 業 者 功 労 引 当 金 繰 入 額 300,000

そ の 他 54,954

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,268,504

法 人 税 ・ 住 民 税 お よ び 事 業 税 137,823

法 人 税 等 調 整 額 6,568

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 2,124,112

少 数 株 主 利 益 28,574

当 期 純 利 益 2,095,537
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連結株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 8,932,627 462,236 7,208,514 △8,890 16,594,487

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

355,238 355,238

会計方針の変更を反映し
た 当 期 首 残 高

8,932,627 462,236 7,563,753 △8,890 16,949,726

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △250,111 △250,111

当 期 純 利 益 2,095,537 2,095,537

自 己 株 式 の 取 得 △282 △282

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,845,425 △282 1,845,143

当 期 末 残 高 8,932,627 462,236 9,409,178 △9,172 18,794,869

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
少数株主持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 509,937 511,891 35,834 1,057,663 257,533 17,909,684

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

355,238

会計方針の変更を反映し
た 当 期 首 残 高

509,937 511,891 35,834 1,057,663 257,533 18,264,923

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △250,111

当 期 純 利 益 2,095,537

自 己 株 式 の 取 得 △282

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

513,858 277,365 97,852 889,076 61,242 950,318

連結会計年度中の変動額合計 513,858 277,365 97,852 889,076 61,242 2,795,461

当 期 末 残 高 1,023,795 789,256 133,687 1,946,739 318,775 21,060,385
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　13社
・連結子会社の名称　　　　　　　株式会社バンディック

ＴＯＷＡＴＥＣ株式会社
TOWAM Sdn. Bhd.
TOWA半導体設備（蘇州）有限公司
株式会社東進
TOWA Asia-Pacific Pte. Ltd.
東和半導体設備（上海）有限公司
台湾東和半導体設備股份有限公司
巨東精技股份有限公司
TOWA Semiconductor Equipment Philippines Corp.
TOWA韓国株式会社
TOWA USA Corporation
TOWA Europe B.V.

　TOWA America CorporationおよびTOWA Europe GmbHについては、当連結会計年度において
清算したため、連結の範囲から除外しております。
②　非連結子会社の状況
該当事項はありません。

③　議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子会社としなかった会社等の状況
該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の状況
・持分法適用の関連会社の数　　　１社
・会社等の名称　　　　　　　　　株式会社サーク

②　持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況
該当事項はありません。

③　議決権の100分の20以上、100分の50以下を所有しているにもかかわらず関連会社としな
かった会社の状況
該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、TOWA半導体設備（蘇州）有限公司および東和半導体設備（上海）有限
公司の決算日は12月31日であります。
　連結計算書類の作成にあたって、これらの会社については、連結決算日現在で実施した仮
決算に基づく計算書類を使用しております。
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(4) 会計処理基準に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法
イ．その他有価証券
時価のあるもの……………………連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定しております。）

時価のないもの……………………移動平均法による原価法
ロ．デリバティブ……………………時価法
ハ．たな卸資産
製品…………………………………主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
仕掛品………………………………主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
原材料………………………………主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
貯蔵品………………………………主として最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産……………………
（リース資産を除く）

当社および国内連結子会社は定率法、在外連結子会社
は定額法によっております。

ただし、当社および国内連結子会社については、平成
10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）
について、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物および構築物　　　　３～50年
機械装置および運搬具　　２～10年

ロ．無形固定資産……………………
（リース資産を除く）

当社および連結子会社は定額法によっております。た
だし、自社利用のソフトウェアについては、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお
ります。

ハ．リース資産………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

ロ．賞与引当金………………………当社および一部の連結子会社は、従業員賞与の支給に
備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

ハ．役員賞与引当金…………………役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計
上しております。
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ニ．製品保証引当金…………………当社では、保証期間中の製品に係る補修費用の支出に
備えるため、過去の実績を基礎に売上に対応する補修
費用の見積額を計上しております。また、個別に発生
額を見積もることができる費用については、その見積
額を計上しております。

ホ．創業者功労引当金………………平成26年９月26日開催の取締役会において、平成26年
６月に急逝いたしました当社創業者である故坂東和彦
氏に対し、第37回定時株主総会での承認を前提として、
創業者功労金300,000千円を贈呈することを決議し、当
該支払いに備えるため、当連結会計年度において計上
しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法……… 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連

結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法…… 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主と
して10年）による定率法により、発生の翌連結会計年
度から費用処理しております。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。なお、在外子会社等の資産および負債ならびに収益および費
用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為
替換算調整勘定および少数株主持分に含めて計上しております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法………………繰延ヘッジ処理を採用しております。

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特
例処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…………………………金利スワップ
ヘッジ対象…………………………借入金の金利

ハ．ヘッジ方針………………………金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機
的な取引は行わない方針であります。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法……金利スワップについては、特例処理を採用しているた
め、ヘッジの有効性評価は省略しております。

⑦　のれんの償却方法および償却期間
のれんの償却については、３年間の定額法により償却を行っております。

⑧　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理…………………消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ており、控除対象外消費税および地方消費税は、当連
結会計年度の費用として処理しております。

連結納税制度の適用…………………連結納税制度を適用しております。

－ 24 －

連結注記表



2015/05/19 21:27:10 / 14067441_ＴＯＷＡ株式会社_招集通知

(5) 会計方針の変更に関する注記
（退職給付に関する会計基準等の適用）
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給
付会計基準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を退職給付会計基
準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度
より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属
方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を、従業員の平均残存勤
務期間に近似した年数に基づく割引率を使用する方法から、退職給付の支払見込期間および
支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しておりま
す。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い
に従っており、当連結会計年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の
変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。
　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が355,238千円減少し、利益剰余金
が355,238千円増加しております。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等
調整前当期純利益はそれぞれ15,099千円減少しております。
　なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額は13円60銭増加し、１株当たり当期純利益金
額は0円60銭減少しております。

(6) 表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）
　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「設備関係支払手形」（当連結会計年
度は、301,355千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より、「支払手
形および買掛金」に含めて表示しております。
（連結損益計算書）
　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「固定資産売却益」（当連結会計年度
は、23,063千円）、および「固定資産除却損」（当連結会計年度は、28,972千円）は、金額
的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より、それぞれ特別利益の「その他」、特別
損失の「その他」に含めて表示しております。
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２．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産および担保に係る債務
  　担保に供している資産

建物および構築物 148,048千円

機械装置および運搬具（機械装置） 1千円

土地 119,215千円

　計 267,265千円

　　担保に係る債務
短期借入金 54,350千円

一年以内返済予定長期借入金 10,949千円

長期借入金 6,541千円

　計 71,840千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 19,257,575千円

(3) 当社は、資金調達の効率化および安定化を図るため取引銀行６行と当座貸越契約およびコ
ミットメントライン契約を締結しております。当連結会計年度末における当座貸越契約およ
びコミットメントライン契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額およびコミットメントライン契約の総額 6,850,000千円

借入実行残高 780,000千円

差引額 6,070,000千円

(4) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類および総数

普通株式 25,021,832株
(2) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月12日
取締役会

普通株式 250,111 10 平成26年３月31日 平成26年６月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月11日
取締役会

普通株式 250,107 利益剰余金 10 平成27年３月31日 平成27年６月29日

(3) 当連結会計年度末日における新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。

(4) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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４．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、一時的な余資は短期的な預金等に限定し運用しております。また、資
金調達については主に半導体製造装置事業を行うための設備投資計画等に照らして、必要
な資金を銀行借入により調達しております。なお、資金調達の効率化および安定化を図る
ため、取引銀行６行と当座貸越契約およびコミットメントライン契約を締結しておりま
す。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行
わない方針であります。

②　金融商品の内容およびそのリスク
　営業債権である受取手形および売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されて
おります。また、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債
権は、為替の変動リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に取引先企業および資本提携等に関する株式であり、市場価格の変
動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形および買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であり
ます。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。
　借入金および社債に係る債務は、主に設備投資および運転資金として調達したものであ
り、社債の償還日は決算日後、最長で２年８ヶ月であります。このうち一部は、金利の変
動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッ
ジしております。また、一部の借入金については、財務制限条項への抵触により、借入金
の繰上返済請求を受けるリスクがあります。
　デリバティブ取引は、借入金金利等の将来の金利市場における変動リスクを回避する目
的で利用しております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　　当社は、営業債権である受取手形および売掛金、電子記録債権について、営業活動規

程に従い、取引開始時における与信調査および与信限度額の定期的な見直し等を行って
おります。連結子会社についても、当社に準じて同様の管理を行っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　　当社は、外貨建ての債権債務について、毎月、経理部で月末残高を取り纏め、経営会

議に報告しております。また、当社は、一部の長期借入金に係る支払金利の変動リスク
を抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。

　　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握
し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を見直しております。

　　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限等を定めた社内ルールに従い、
経理部が決裁担当者の承認を得て行っております。連結子会社についても、当社に準じ
て同様の管理を行っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　　当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとと

もに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。連結子会社につい
ても、当社に準じて同様の管理を行っております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで
いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがありま
す。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
　平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含ま
れておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

①　現金および預金 6,127,439 6,127,439 －

②　受取手形および売掛金 7,165,044

　     貸倒引当金(*) △7,150

7,157,894 7,157,894 －

③　電子記録債権 93,079 93,079 －

④　投資有価証券 2,350,013 2,350,013 －

　資産計 15,728,427 15,728,427 －

①　支払手形および買掛金 2,572,637 2,572,637 －

②　短期借入金 834,350 834,350 －

③　社債 240,000 241,328 1,328

④　長期借入金 4,196,460 4,192,608 △3,852

　負債計 7,843,448 7,840,924 △2,523

　デリバティブ取引 － △19,530 △19,530

　(*)売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

　資　産
①　現金および預金
　現金および預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額によっております。

②　受取手形および売掛金、③　電子記録債権
　これらについては、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。なお、１年を超えて決済される
売掛金については、信用リスクを個別に把握することが困難なため、貸倒引当
金を信用リスクとみなし、それを控除したものを帳簿価額とみなしております。
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④　投資有価証券
　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。また、有
価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する事項については以
下のとおりであります。

種類
連結貸借対
照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 2,290,961 884,387 1,406,574

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 59,052 62,284 △3,232

合計 2,350,013 946,671 1,403,342

　負　債
①　支払手形および買掛金、②　短期借入金
　これらについては、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額によっております。

③　社債、④　長期借入金
　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想
定される利率で割り引いて算定する方法によっております。ただし、変動金利に
よる社債および長期借入金については、金利が一定期間ごとに更改される条件と
なっているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいといえることから、当該帳簿価額
によっております。

　デリバティブ取引
①　ヘッジ会計が適用されていないもの
　該当するものはありません。

②　ヘッジ会計が適用されているもの
　ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定めら
れた元本相当額等は、次のとおりです。

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引

の種類等
主なヘッジ対象

契約額等
（千円）

契約額のうち
一年超
（千円）

時価(千円)

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ
取引
支払固定・
受取変動

長期借入金 2,230,000 1,430,000 △19,530

（注）時価の算定方法は、金融機関より提示された価格によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 226,179

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め
られることから、「④投資有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内

  (千円）

１年超

５年以内

 (千円）

５年超

10年以内

 (千円）

10年超

 (千円）

現金および預金 6,127,439 － － －

受取手形および売掛金 7,165,044 － － －

電子記録債権 93,079 － － －

合計 13,385,564 － － －

４．社債および長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内

 (千円）

１年超

５年以内

 (千円）

５年超

10年以内

 (千円）

10年超

 (千円）

社債 100,000 140,000 － －

長期借入金 1,490,949 2,704,744 481 285

合計 1,590,949 2,844,744 481 285

５．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 829円31銭
(2) １株当たり当期純利益 83円78銭

６．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（平成27年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流  動  資  産

現 金 お よ び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 お よ び 製 品

仕 掛 品

原材料および貯蔵品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

そ の 他

13,668,367

3,183,230

135,027

6,885,012

294,976

2,237,245

70,118

54,819

815,088

△7,150

13,881,807

8,285,750

2,489,075

36,272

1,720,814

11,068

200,079

3,823,028

1,699

3,711

469,190

457,468

11,721

5,126,866

2,353,416

1,190,496

64,853

1,396,463

121,635

流 動 負 債 6,950,962

支 払 手 形 1,210,785

買 掛 金 1,583,354

短 期 借 入 金 780,000

一年以内返済予定長期借入金 1,480,000

一年以内償還予定社債 100,000

リ ー ス 債 務 823

未 払 金 739,003

未 払 法 人 税 等 26,227

未 払 費 用 148,729

前 受 金 27,624

預 り 金 17,080

賞 与 引 当 金 348,261

役 員 賞 与 引 当 金 31,435

製 品 保 証 引 当 金 97,948

創業者功労引当金 300,000

そ の 他 59,689

固 定 負 債 3,342,452

社 債 140,000

長 期 借 入 金 2,633,750

リ ー ス 債 務 961

退 職 給 付 引 当 金 188,194

繰 延 税 金 負 債 379,546

負 債 合 計 10,293,415

純 資 産 の 部

株 主 資 本 16,232,964

資 本 金 8,932,627

資 本 剰 余 金 462,236

資 本 準 備 金 462,236

利 益 剰 余 金 6,847,273

利 益 準 備 金 87,542

その他利益剰余金 6,759,731

自 己 株 式 △9,172

評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,023,795

その他有価証券評価差額金 1,023,795

純 資 産 合 計 17,256,760

資 産 合 計 27,550,175 負 債 ・ 純 資 産 合 計 27,550,175
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損　益　計　算　書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 20,012,654

売 上 原 価 14,981,099

売 上 総 利 益 5,031,555

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費 3,516,145

営 業 利 益 1,515,409

営 業 外 収 益 429,130

受 取 利 息 お よ び 配 当 金 54,592

為 替 差 益 267,031

雑 収 入 107,506

営 業 外 費 用 82,748

支 払 利 息 66,521

雑 損 失 16,227

経 常 利 益 1,861,791

特 別 利 益 210,802

固 定 資 産 売 却 益 6,813

受 取 保 険 金 124,873

関 係 会 社 清 算 益 52,115

そ の 他 27,000

特 別 損 失 335,360

固 定 資 産 除 却 損 12,813

創 業 者 功 労 引 当 金 繰 入 額 300,000

そ の 他 22,546

税 引 前 当 期 純 利 益 1,737,233

法 人 税 ・ 住 民 税 お よ び 事 業 税 3,135

当 期 純 利 益 1,734,097

－ 32 －
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株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 　 　 計

資 本 準 備 金 利益準備金
その他利益
剰 余 金

利益剰余金
合 計

当 期 首 残 高 8,932,627 462,236 62,530 4,951,287 5,013,818 △8,890 14,399,791

会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響 額

349,468 349,468 349,468

会計方針の変更を反
映した当期首残高

8,932,627 462,236 62,530 5,300,756 5,363,287 △8,890 14,749,260

事業年度中の変動額

利益準備金積立 25,011 △25,011 － －

剰 余 金 の 配 当 △250,111 △250,111 △250,111

当 期 純 利 益 1,734,097 1,734,097 1,734,097

自己株式の取得 △282 △282

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － 25,011 1,458,974 1,483,985 △282 1,483,703

当 期 末 残 高 8,932,627 462,236 87,542 6,759,731 6,847,273 △9,172 16,232,964

評価・換算
差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 509,937 14,909,729

会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響 額

349,468

会計方針の変更を反
映した当期首残高

509,937 15,259,198

事業年度中の変動額

利益準備金積立 －

剰 余 金 の 配 当 △250,111

当 期 純 利 益 1,734,097

自己株式の取得 △282

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

513,858 513,858

事業年度中の変動額合計 513,858 1,997,561

当 期 末 残 高 1,023,795 17,256,760
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個別注記表
重要な会計方針

１．有価証券の評価基準および評価方法
子会社株式および関連会社株式……………移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの…………事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定
しております。）

時価のないもの…………移動平均法による原価法
２．デリバティブ…………………時価法
３．たな卸資産の評価基準および評価方法

製品…………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

仕掛品………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

原材料………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品………………………最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却方法
有形固定資産………………
（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附
属設備を除く）については定額法）を採用しております。な
お、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　３～50年
機械装置　　５～10年

無形固定資産………………
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェア
については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっております。

リース資産…………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー
ス取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

５．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。

(2) 賞与引当金…………………従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上し
ております。

(3) 役員賞与引当金……………役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上して
おります。

(4) 製品保証引当金……………保証期間中の製品に係る補修費用の支出に備えるため、過去
の実績を基礎に売上に対応する補修費用の見積額を計上して
おります。また、個別に発生額を見積もることができる費用
については、その見積額を計上しております。
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(5) 退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度

末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準

によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率法に

より、発生の翌事業年度から費用処理しております。

(6) 創業者功労引当金…………平成26年９月26日開催の取締役会において、平成26年６月に

急逝いたしました当社創業者である故坂東和彦氏に対し、第

37回定時株主総会での承認を前提として、創業者功労金

300,000千円を贈呈することを決議し、当該支払いに備えるた

め、当事業年度において計上しております。

６．ヘッジ会計の処理……………繰延ヘッジ処理を採用しております。

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理

によっております。

７．退職給付に係る会計処理……退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処

理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法

と異なっております。

８．消費税等の会計処理…………消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、

控除対象外消費税および地方消費税は、当事業年度の費用と

して処理しております。

９．連結納税制度の適用…………連結納税制度を適用しております。

10．会計方針の変更に関する注記

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給

付会計基準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を当事業年度より

適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法

を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を、従業員の平均残存勤務期

間に近似した年数に基づく割引率を使用する方法から、退職給付の支払見込期間および支払

見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い

に従っており、当事業年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更

に伴う影響額をその他利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が349,468千円減少し、その他利益剰余金が

349,468千円増加しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益および税引前当期純

利益はそれぞれ13,717千円減少しております。

　なお、当事業年度の１株当たり純資産額は13円42銭増加し、１株当たり当期純利益金額は

0円55銭減少しております。

－ 35 －

個別注記表



2015/05/19 21:27:10 / 14067441_ＴＯＷＡ株式会社_招集通知

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 13,722,200千円

２．関係会社に対する金銭債権および金銭債務

短期金銭債権 668,464千円

長期金銭債権 10,462千円

短期金銭債務 1,300,726千円

３．当社は、資金調達の効率化および安定化を図るため取引銀行６行と当座貸越契約およびコ

ミットメントライン契約を締結しております。当事業年度末における当座貸越契約および

コミットメントライン契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額およびコミットメントライン契約の総額 6,850,000千円

借入実行残高 780,000千円

差引額 6,070,000千円

４．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高 売上高 249,247千円

仕入高 7,973,816千円

その他 745,411千円

営業取引以外の取引高 213,217千円

　２．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度末における自己株式の種類および株式数

普通株式 11,059株

２．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

仕掛品評価損 89,754千円

関係会社株式評価損 177,173千円

賞与引当金損金算入限度超過額 114,821千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 60,719千円

減損損失 386,923千円

試作品 273,451千円

繰越欠損金 670,896千円

その他 442,747千円

繰延税金資産小計 2,216,487千円

評価性引当額 △2,216,487千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 379,546千円

繰延税金負債合計 379,546千円

繰延税金負債の純額 379,546千円

繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

固定負債…繰延税金負債 379,546千円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

　当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 　　　　35.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 　　　　 0.3

役員賞与の損金不算入      　  0.7

寄付金の損金不算入          0.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目        △0.6

住民税均等割等          0.8

評価性引当金の減少     　△37.5

連結法人税の子会社個別帰属額 　　　   2.1

その他        △1.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率        　0.2

（リースにより使用する固定資産に関する注記）

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、社用車等の一部についてはリース契約により使用し

ております。

（関連当事者との取引に関する注記）

子会社等

種 類 会 社 等 の 名 称

議決権等
の 所 有
割 合
（％）

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
(名)

事 業 上
の 関 係

子会社 株式会社バンディック
直接
所有100.0

1
製品の外注・
資金の援助

資金の貸付
注２.（２）、
注３.

560,000 短期貸付金 300,000

子会社 TOWAM Sdn.Bhd.
直接
所有100.0

3
製品の外
注

製品の外注
注２.（１）

2,576,966 買 掛 金 427,700

子会社
TOWA半導体設備(蘇
州)有限公司

直接
所有100.0

4
製品の外
注

製品の外注
注２.（１）

2,798,308 買 掛 金 377,024

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が
含まれております。

２．取引条件および取引条件の決定方針等
　（１）一般取引条件を参考にして決定しております。
　（２）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

なお、担保の受入はありません。
３．資金の貸付については、建物の建設資金であります。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 689円97銭

２．１株当たり当期純利益 69円33銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年５月８日

ＴＯＷＡ株式会社
取締役会　御中

京都監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 高 井 晶 治 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 鍵　　　圭一郎 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＴＯＷＡ株式会社の平成26年４月
１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検
討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、ＴＯＷＡ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年５月８日

ＴＯＷＡ株式会社
取締役会　御中

京都監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 高 井 晶 治 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 鍵　　　圭一郎 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＴＯＷＡ株式会社の平成26
年４月１日から平成27年３月31日までの第37期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査
を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得
るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上

－ 39 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第37期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を

作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、当期の監査の方針、監査計画を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、当期の監査の方針、監査計画に

従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境

の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報

告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条

第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整

備されている体制（内部統制システム）について、監査役会が定めた内部統制システムに係

る監査の実施規程に準拠し、取締役及び内部監査室等からその構築及び運用の状況について

定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社について

は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社に

赴きその業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及

び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する

ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ

て説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類

（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について

検討いたしました。

－ 40 －
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２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

　 ①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

　 ②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

　 ③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について

も、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　　会計監査人京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

　　　会計監査人京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年５月８日

　ＴＯＷＡ株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 小 林 久 芳 

監査役(社外監査役) 杉 山 公 律 

監査役(社外監査役) 和 氣 大 輔 

以　上

－ 41 －
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　故坂東和彦氏に対する創業者功労金贈呈の件

平成26年６月22日に逝去された故坂東和彦氏は、昭和54年に当社を創業し、

以来35年余りの長きにわたり先頭に立ち、半導体樹脂封止装置業界において世

界一のシェアを持つリーディングカンパニーへと発展させてまいりました。

同氏が開発した「マルチプランジャ方式」を採用した成形用金型や、着脱・連

結自在な「モジュール方式」の半導体樹脂封止装置は、半導体需要の拡大に合

わせて全世界に販売され、これらの方式が世界のデファクトスタンダード（事

実上の標準）となりました。

これらの功績により当社は、創業時の売上高約３億円から現在の200億円を

超える企業となり、平成８年には大阪証券取引所市場第二部へ、平成12年には

東京証券取引所市場第一部に上場いたしました。

また、同氏からの10億円の寄贈により設立された坂東記念研究所は、当社の

継続的・持続的発展を実現する技術開発拠点となっており、新製品の開発に多

大な貢献を果たしております。

常に業界のニーズをいち早く汲み取り、それを製品化する「クォーター・リ

ード」の精神は、創業者イズムとして当社に継承され、今後も当社の発展に寄

与するものであります。

以上のような同氏の功労に報いるため、創業者功労金として３億円を贈呈し

たいと存じます。なお、贈呈の時期、方法等につきましては、取締役会にご一

任願いたいと存じます。

同氏の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略　　　　　　　　歴

ばんどう かずひこ

坂 東 和 彦

昭和54年４月　当社創業、代表取締役社長

平成12年６月　当社代表取締役会長

平成15年８月　当社取締役会長

平成17年９月　当社代表取締役会長兼社長

平成18年６月　当社代表取締役会長

平成26年６月　逝去

－ 42 －
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第２号議案　取締役６名選任の件

取締役全員（７名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますの

で、取締役６名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
(生年月日)

略 歴 、 地 位 お よ び 担 当 な ら び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当
社の株式数

１

おかだ ひろかず

岡 田 博 和

(昭和26年８月11日生)

昭和54年４月　当社入社

昭和63年３月　当社取締役

平成12年６月　当社常務取締役

平成15年８月　当社取締役

平成17年11月　当社取締役ＰＭ市場開発室長

平成18年６月　当社取締役常務執行役員

　　　　　　　ＰＭ市場開発室長

平成20年６月　当社取締役常務執行役員

　　　　　　　開発本部長

平成22年４月　当社専務取締役

　　　　　　　開発本部・営業本部・坂東記念

　　　　　　　研究所担当

平成24年４月　当社代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）

巨東精技股份有限公司 董事長

140,220株

２

あまかわ つよし

天 川 剛

(昭和19年９月30日生)

昭和44年４月　京利工業株式会社入社

昭和55年１月　当社入社

平成９年６月　当社取締役技術本部副本部長

平成12年10月　当社取締役システム事業部技師長

平成17年11月　当社取締役開発本部長

平成18年６月　当社取締役常務執行役員開発本部長

平成20年７月　当社顧問

平成22年５月　当社フェロー

平成24年４月　当社フェロー開発本部担当

平成24年６月　当社専務取締役開発本部担当

平成25年６月　当社専務取締役開発本部管掌

平成26年４月　当社専務取締役坂東記念研究所担当

坂東記念研究所長

平成27年４月　当社専務取締役坂東記念研究所担当

（現任）

60,364株

－ 43 －
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候補者
番　号

氏 名
(生年月日)

略 歴 、 地 位 お よ び 担 当 な ら び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当
社の株式数

３

こにし ひさじ

小 西 久 二

(昭和27年２月17日生)

昭和54年４月　当社入社

平成23年６月　当社常務取締役

　　　　　　　モールド事業部・システム事業部担当

平成25年10月　当社常務取締役

　　　　　　　モールド事業部・システム事業部担当

システム事業部長

平成26年４月　当社常務取締役

　　　　　　　モールド事業部・システム事業部担当

モールド事業部長兼システム事業部長

平成27年４月　当社常務取締役

　　　　　　　モールド事業部・システム事業部担当

モールド事業部長兼システム事業部長

兼九州事業所長（現任）

32,500株

４

うらがみ ひろし

浦 上 浩

(昭和33年１月31日生)

昭和58年３月　当社入社

平成25年６月　当社取締役執行役員開発本部長

平成26年４月　当社取締役執行役員開発本部担当

開発本部長（現任）

16,000株

５

たむら よしずみ

田 村 吉 住

(昭和29年12月５日生)

昭和52年４月　株式会社京都銀行入行

平成22年12月　株式会社京都銀行営業統轄部阪神

営業本部長

平成24年７月　当社入社　管理本部総務部長

平成25年６月　当社取締役管理本部担当

管理本部総務部長

平成25年10月　当社取締役管理本部担当

管理本部長兼管理本部総務部長

平成26年４月　当社取締役執行役員

管理本部担当管理本部長

平成26年10月　当社取締役執行役員

経営企画本部・管理本部担当

管理本部長（現任）

6,600株

－ 44 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
(生年月日)

略 歴 、 地 位 お よ び 担 当 な ら び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当
社の株式数

６
くわき はじめ

桑 木 肇

(昭和19年８月５日生)

昭和45年１月　プライス・ウォーターハウス会計

事務所入所

昭和52年11月　監査法人中央会計事務所入所

平成５年９月　中央監査法人代表社員

平成６年６月　中央監査法人京都事務所所長

平成19年８月　京都監査法人入所

平成21年９月　桑木公認会計士事務所開設、所長

に就任（現任）

平成23年６月　当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

　　　　桑木公認会計士事務所所長

　　　　ダイベア株式会社社外監査役

　　　　富士機工株式会社社外取締役

4,400株

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．桑木 肇氏は、社外取締役候補者であります。

３．桑木 肇氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験

はありませんが、公認会計士としての豊富な経験と専門性を有しており、客観的な立

場から当社の経営に参画できることから、社外取締役としてその職務を適切に遂行で

きるものと判断しております。

４．桑木 肇氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は、本総会の終結の時をもって４年となります。

５．当社は、社外取締役との間に、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低

責任限度額としております。桑木 肇氏の再任が承認された場合には、同氏との間で

当該契約を継続する予定であります。

６．当社は、桑木 肇氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま

す。同氏の再任が承認された場合には、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定で

あります。

７．各候補者の所有する当社の株式数につきましては、平成27年３月31日時点の状況を記

載しております。

以　上

－ 45 －
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（メ　　モ）

－ 46 －
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（メ　　モ）

－ 47 －
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株主総会会場ご案内図

京都市南区上鳥羽上調子町５番地
当社本社７階会議室

ＴＥＬ　（075）692－0250（代表）

Ｎ

京都タワー
東海道本線（ＪＲ京都線）

新都ホテル

京都

東寺
東
寺

九条通り

国
道
１
号
線

近
鉄
京
都
線十

条
十条通り

九
条

地
下
鉄
烏
丸
線

烏
丸
通
り

十
条

京都信金

TOWA本社

和食さと

久世橋通り 上
鳥
羽
口

くいな橋

竹
田京都南IC

京都信金

国
道
24
号
線

油
小
路
通
り

名神高速道路

京都市バス
市民防災センター前

（交通）
・近鉄京都線「十条」駅下車西へ徒歩約15分
・地下鉄烏丸線「十条」駅下車西へ徒歩約20分
・京都市バス「京都駅前」より（16・19・42系統）
  「市民防災センター前」下車南へ徒歩約5分
・ＪＲ「京都」駅　八条口よりタクシー約10分
（お願い）
駐車場に限りがありますので、お車でのご来場は
ご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

地図




